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令和６年度 地域包括支援センター事業評価の方向性

いきいき安心プランⅧまつどの期間中＊であることから、令和５
年度の内容から基本的に変更はせず、経年比較を行えるよう実
施する予定であったが、来年度より、国が実施する事業評価の
項目が変更となることから、その変更点に合わせて、市の事業
評価項目も変更する

○国の事業評価項目に合わせて評価項目の変更
（市町村が回答するか選択する設問があるため、その選定も実施）

○横展開の評価項目の追加

＊令和６年～令和８年（評価対象期間は令和５年度～令和７年度）

主な
変更点

方針
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令和６年度 地域包括支援センター事業評価
令和５年度好事例・好取組からの横展開

高齢者自身の健康・介護予防のためだけでなく、将来的な地域包括支援センターを含め
た介護人材不足への対応も必要であると考えられることから、高齢者等の健康寿命の延伸
を目的とした自立支援を促していく取組や、交流の場等の地域づくりを支援した取組を評
価していく。

令和５年度好事例・好取組から

令和６年度 横展開 内容

手法は問わず、「高齢者等が自ら

介護予防や社会参加をする動機付

けとなった取組」のうち、効果的

な成果が得られた活動を評価

※地域包括支援センターが高齢者等に対し、自立支

援・社会参加を促していく取組や必要な社会資源の

創出を支援した取組等を想定

【本庁地域包括支援センター】（好取組）
ケアマネ対象に自立支援に向けた事例検討会を開催

【明２西地域包括支援センター】（好取組）
介護保険以外の社会資源の活用とセルフケアの提案

【明第１地域包括支援センター】（好事例）
生活習慣の見直しとセルフケアで、地元で自由な暮
らしを楽しむ

【小金原地域包括支援センター】（好取組）
地域の特性やニーズの把握に努め、地域づくりや問
題の解決に向けて支援

【明２西地域包括支援センター】（好事例）
「Aさんのため」から始まった「将棋の会」
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実施状況評価

令和６年度 地域包括支援センター事業評価の評価項目
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松戸市地域包括支援センター事業状況評価の様式（例）

回答欄 行政評価

圏域内 ヶ所

圏域外 ヶ所

合計 0 ヶ所

回

特
記
事
項

２．総合相談支援業務

評
価
の
根
拠

評価項目

①地域の社会資源について把握および開発を行っているか。　　　　　　　　　　　　

ア．地域における関係機関・関係者のネットワークについて、構
成員・連絡先・特性等に関する情報をマップまたはリストで管理
しているか。

イ．社会資源（住民主体の予防活動、通いの場、サロン、認知症
カフェ等）に関するマップを令和５年度内に更新をしているか。

ウ．高齢者支援等を行う介護保険外サービス（配食、見守り、移
送、サロン、地域の予防活動等）を行う地域（圏域内・外）の社
会資源に繋げた社会資源の数【重複可】

エ．社会資源の運営支援または継続支援を目的として、会議等
（オンライン含む）に出席した延べ回数。【特記事項】
※２層ワーキングの取り組みは除く

「エ」の各社会資源の種類・会議等開催日（〇月〇日）・会議等の内容の詳細情報を記載【自由記載】
【種類】

【会議等開催日】

【会議等の内容】

記述式

選択式（いる・いない）

44
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注１： の項目は、国が示す評価指標

令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目①

区分 評価項目 評価の根拠

１．地
域包括
ケアシ
ステム
の構
築・推
進

市町村全体を踏まえた担当圏域の現
状および将来像やニーズを把握して
いるか

ア．人口動態、市町村が行う介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態
調査の結果等の量的データによって、地域の高齢者に係る現状や将来の状況
等を把握しているか。

イ．介護保険事業計画、老人福祉計画、地域福祉計画等から、地域の高齢者に係
る課題等を把握しているか。

ウ．センターが行う実態調査によって、担当圏域の現状やニーズを把握している
か。「いる」の場合、ニーズの把握方法【自由記載】

エ．把握した担当圏域のニーズに基づき、実務実施上の工夫や配慮を行っている
か。【令和６年度の取組が対象】

オ．相談内容や地域ケア会議等の内容を分析し、担当圏域の地域課題を把握して
いるか。

注５：赤字は変更点、青字は自由記載を求める項目

注２： の項目は、国が示す評価指標で市町村が回答するか選択でき、令和６年度に松戸市では回答を要
する予定の指標

注３： の項目は、国が示す評価指標で市町村が回答するか選択でき、令和６年度に松戸市では回答を要
しない予定の指標
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次ページの②の市独自指標部分と重な
る部分があるため、市独自指標と同様
に自由記載欄を設け、それに付随する
独自指標を本区分に移した

注４： の項目は、市独自の指標



令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目②

区分 評価項目 評価の根拠

２．
組織／
運営体
制等

①市町村の実施方針に従って、地域
包括支援センターの機能強化に向
けた事業計画を作成し、必要に応
じて業務改善を図っているか

ア．市町村が定めるセンターの事業の実施方針の内容に沿って、センターの事業
計画を策定しているか。

イ．当該年度のセンターの事業計画に、前年度の事業評価における課題への適切
な対応策を含めているか。

ウ．市町村の実施方針や担当圏域の地域課題等を踏まえ、センターの事業計画に
重点目標を設定しているか。

エ．センターの事業計画の重点目標に基づいて達成状況を分析し、必要な業務改
善を行っているか

オ．「事業計画」を法人として決定しているか。

カ．「事業計画」の進捗状況のチェック及びチェックに基づく業務改善を行って
いるか。

キ．【重点項目】６つの重点項目について、達成出来ているか。

②担当する圏域における利用者の
ニーズの把握を行っているか。

ア．独自に担当圏域のニーズを把握しているか。
「いる」の場合、ニーズの把握方法【自由記載】

イ．把握した担当圏域のニーズに基づき、実務実施上の工夫や配慮を行っている
か。【令和６年度の取組が対象】
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オについては、同じ評価項目のアと重
なる部分があり、カについても、エと
重なる部分もあるので、それぞれの設
問に包含させる



令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目③

区分 評価項目 評価の根拠

２．
組織／
運営体
制等

③センターが効果的に運営できるよ
うに、組織マネジメントを行って
いるか

ア．センター長等の責任者の役割を文書で明確に示し、職員に周知しているか。

イ．センターの事業計画を共有する会議等の機会を設け、これに基づく職員個々
の取組内容を確認しているか。

ウ．センターの業務量を把握したうえで、業務の最適化を図るための対応を行
なっているか。

エ．特定の職員に業務が偏らず、チームアプローチを推進するために業務分担の
ルールや仕組みづくりを行なっているか

【市町村により選択】
オ．センター業務にICTを活用するなど、センターの業務効率化に取り組んでい
るか
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令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目④

区分 評価項目 評価の根拠

２．
組織／
運営体
制等

④センター職員の人材確保および育
成を図っているか

ア．センターの人材確保や定着を進めるための取組を行っているか。

イ．年間を通じて３職種（それぞれの職種の準ずる者は含む）の必要
人数が配置されているか。

ウ．センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受託法人が、職
場で研修を実施しているか。

エ．センターに在籍する全ての職員が、計画的に職場での仕事を離れての研修
（Off-JT）に参加できるようにしているか。

オ．市・県が実施する研修にセンター職員が参加しているか。

カ．職員に対する職場内研修の開催回数（伝達研修は除く）【回数を記入】

キ．センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受託法人が、メ
ンタルヘルス対策を実施しているか。

【市町村により選択】
ク．スーパービジョンまたはコンサルテーションが受けられる体制を整えてい
るか。

ケ．すべての専門職の「連携活動評価尺度」（末尾に添付）の得点
【すべての専門職の得点を記入】
※令和７年３月末現在、在籍している全ての専門職について記入
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令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑤

区分 評価項目 評価の根拠

２．
組織／
運営体
制等

⑤市町村が示している個人情報の取
扱方針や苦情対応方針に従い、セ
ンターにおいて適切に対応する体
制を整え実践しているか。

ア．個人情報保護に関する市町村の取扱方針に従って、センターが個人情報保護
マニュアル（個人情報保護方針）を整備しているか。

イ．個人情報の持出・開示時は、管理簿への記載と確認を行っているか。

ウ．市町村の方針に沿って、個人情報漏えいとセンターが受けた苦情に対して、
対処および市町村への報告（共有）の体制を構築しているか。

エ．苦情対応窓口に関する情報（連絡先、受付時間等）を公開しているか。

オ．センターへの苦情内容をもとに業務を改善しているか。

【市町村により選択】
カ．センターに対する利用者や家族からのカスタマー・ハラスメントに適切に対

応する体制をセンターとして整備しているか

【市町村により選択】

センター職員の定着率
＜算出方法の例＞
・（評価実施年の４月末時点の職員数－前年度内に離職した職員数）÷（評価実施年の４月末時点の職員数）×100
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令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑥

区分 評価項目 評価の根拠

３.総
合相談
支援業
務

①地域包括支援ネットワークを構築
できているか。

ア．地域における関係機関・関係者のネットワークについて、構成員・連絡先・
特性等に関する情報をマップまたはリストで管理しているか。

イ．地域で開催される行事等（出張相談窓口も含む）において、相談ブースの開
設等を行い、気になる高齢者等に関して、関係機関、民生委員、地域住民から
連絡が寄せられるネットワーク体制を構築しているか。

ウ．相談経路を分析して、高齢者等への支援に必要な新たな支援機関等と連携し
ているか。

【市町村により選択】
エ．高齢者福祉分野以外の関係機関・関係者と意見交換する機会を設けるなど、
分野を横断した新たなネットワークを構築しているか

オ．社会資源（住民主体の予防活動、通いの場、サロン、認知症カフェ等）に関
するマップを令和６年度内に更新・活用しているか。

カ．高齢者支援等を行う介護保険外サービス（配食、見守り、移送、サロン、地
域の予防活動等）を行う地域（圏域内・外）の社会資源に繋げた社会資源の数
【重複可】

キ．社会資源の運営支援または継続支援を目的として、会議（オンライン含む）
に出席した延べ回数 ※2層ワーキング除く
１回以上の場合、支援団体名・支援内容・回数【自由記載】
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「３.総合相談支援業務」の
「⑤のエ」を内包した形の設問
とした。



令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑦

区分 評価項目 評価の根拠

３.総
合相談
支援業
務

②市町村と相談事例を共有・分析し、
支援に活かしているか。

ア．相談事例の分類方法に沿って、１年間の相談件数等を、市町村に報告してい
るか。

イ．相談事例の終結条件を、市町村と共有しているか。

ウ．相談事例解決のために、市町村への支援を要請し、その要請に対し市町村か
ら後方支援を得ているか。

エ．相談内容を分析して、対応ルールの作成や研修の開催等を行い、職員の実践
力の向上に活かしているか。

オ．分類別の相談件数（高齢者1,000人当たりの件数）
a.本人又は親族への支援
b.本人又は親族以外の機関への支援

③家族介護者支援に取り組めている
か。

ア．夜間・早朝の窓口または平日以外の窓口（連絡先）を設置して住民にパンフ
周知し、家族介護者等が相談しやすい環境を整えているか。

イ．支援が必要な家族介護者を早期に発見するための取組を行っているか。

ウ．家族介護者に対するアセスメントを行い、状態やニーズに応じて適切な社会
資源に関する情報を提供しているか。

エ．家族介護者からの相談について､相談件数や相談内容を記録等に残して取り
まとめているか。

【市町村により選択】
オ．地域包括支援センター主催による介護者のつどいの開催等の家族介護者に対

する予防的な取組を行なっているか。また、家族介護者の集まり（介護者の
つどい等）の開催回数（オンラインを含む）。 11

「１０.松戸市指定事業等、①、ウ」の設問
を内包する設問とした。



令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑧

区分 評価項目 評価の根拠

３.
総合
相談
支援
業務

④複合的な課題を持つ世帯の
相談に適切に対応できてい
るか

ア．相談者とともに複合的課題を整理してニーズを明確にしているか。

イ．ニーズに応じて適切な社会資源につなげ、必要に応じてつなげた社会資源と協働して
いるか。

ウ．相談内容を整理して、複合的な課題を持つ世帯数・人数・内容等の実態を把握してい
るか。

エ．相談内容を分析して、複合的な課題を持つ世帯の相談対応の改善に活かしているか。

⑤相談事例の解決のために、
進捗管理や他分野との連携
等、必要な対応を行ってい
るか。（他分野：子ども・
障害・困窮分野、就労、警
察・消防等の機関や弁護士
等）

ア．全ての相談事例について相談受付表を作成し、緊急性を判断しているか。

イ．全ての相談事例において、緊急性に変化がないか、３職種で定期的に確認・共有する
しくみを整備しているか。その具体的内容を記載 頻度、記録有無など【自由記載】

ウ.【重点項目】相談事例において、他分野への相談・支援・調整件数（高齢者人口1,000
人あたり）

エ．地域で開催される行事等（出張相談窓口も含む）において、相談ブースの開設を行っ
ているか。

【市町村により選択】
高齢者福祉分野以外の機関からの照会件数
＜記載方法の例＞
前年度に総合相談として対応した件数を記載する。

【市町村により選択】
１年間の相談件数
＜記載方法の例＞
前年度にセンターで対応した相談件数について記載する。

【市町村により選択】
支援を拒否する高齢者等へのアウトリーチのケース数
＜記載方法の例＞
前年度に、支援を拒否したり、会うことができないような高齢者等にアウトリーチをしたことのあるケース数を記載する。

現在の地域包括支援センター月報から把握することは可能
【新規事例の相談者（実数）を相談者の種別毎に把握している】

「３．総合相談支援業務」の「②のオ」において把握している件数の合計（延数）で回答することが可能

現状、地域包括支援センター月報等から把握する
ことは困難であるが、事前に数値把握について地
域包括支援センターへ依頼予定
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令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑨

区分 評価項目 評価の根拠

４.
権利
擁護
業務

①高齢者の権利擁護のための
普及啓発や対応を行ってい
るか。

ア．市町村から共有されている成年後見制度の市町村長申し立てに関する判断基準を確認
しているか。

イ．消費者被害に関する情報を、民生委員・介護支援専門員・ホームヘルパー等へ提供し
ているか。

ウ．消費者被害に関し、センターが受けた相談内容について、消費生活に関する相談窓口
または警察等と連携の上、適切に対応しているか。

エ．高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる事例への対応の流れについて、市町村と共
有しているか。

オ．センターまたは市町村が開催する高齢者虐待防止に関する情報共有、議論、報告等を
行う会議において、高齢者虐待事例への対応策を検討しているか。

【市町村により選択】
カ．センターに在籍するすべての職員が高齢者等の権利擁護に関する研修を受講している
か。

②その他、権利擁護に関す
る取組を行っているか。

ア．権利擁護（高齢者虐待防止市民向け講演会を含む）に関する講演会の開催 回数・参
加者数。

イ. 高齢者虐待防止のため、高齢者虐待の要因分析に基づいた養護者支援（社会資源の
育成、社会資源の周知等）を実施しているか。※個別支援は含まない。【令和元年度
からの横展開の発展】

ウ．【重点項目】高齢者虐待通報先の周知のため、市民の学ぶ機会を提供しているか。
いるの場合、内容など【自由記載】

【市町村により選択】
権利擁護に関する相談件数
＜記載方法の例＞
・前年度にセンターで対応した相談件数のうち権利擁護に関する相談件数を記載する。

【市町村により選択】
成年後見制度の申立て支援件数
＜記載方法の例＞
・前年度の市町村長申立て支援と本人・親族による申立て支援全てのケース数を記載する。

「３．総合相談支援業務」の「②のオ」において相談の種別毎に把握しているため回答すること
が可能

現在の地域包括支援センター月報から把握することは可能。
【成年後見制度等の利用につながった件数（実数）】
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令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑩

区分 評価項目 評価の根拠

５.包
括的・
継続的
ケアマ
ネジメ
ント支
援業務

①担当圏域の居宅介護支援事業所
の状況を把握し、地域のケアマネ
ジャーの支援ニーズに基づいた対
応を行っているか。

ア．担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ（事業所ごとの主任介護支援
専門員・介護支援専門員の人数等）を把握しているか。

イ．介護支援専門員から受けた相談事例の内容を整理・分類・件数を把握した上
で、研修会、事例検討会、地域ケア会議等を開催しているか。

ウ．担当圏域の介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な関係機関・関係者
（例：医療機関や地域における様々な社会資源等）との意見交換の場を設けて
いるか。

エ．介護支援専門員が円滑に業務を行うことができるよう、地域住民に対して介
護予防・自立支援に関する意識の共有を図るための出前講座等を開催している
か。

オ．介護支援専門員を対象にした研修会・事例検討会等の開催計画を策定し、年
度当初に、指定居宅介護支援事業所に示しているか。

②市町村の方針に則り、介護予防
サービス計画の検証を行っている
か。

ア．市町村の方針に沿って、圏域内の居宅介護支援事業所が作成する新規の介護
予防サービス計画を確認しているか。

イ．市町村の方針に沿って、圏域内の居宅介護支援事業所が作成する更新の介護
予防サービス計画を確認しているか。

ウ．市町村の方針に沿って、圏域内の居宅介護支援事業所が作成した介護予防
サービス計画を抽出し、その検証をしているか。

【市町村により選択】
エ．市町村の方針に沿って、圏域内の居宅介護支援事業所が作成した介護予防
サービス計画を抽出し、地域ケア会議でその検証をしているか。

今年度（令和６年度）より開始さ
れた指定介護予防支援事業所の指
定を直接受けた居宅介護支援事業
所が作成した介護予防サービス計
画が対象。「ア、イ、ウ」につい
ては該当するサービス計画がなけ
れば項目を満たしているものとし
て扱う（国指標）

今年度（令和６年度）は、まだ、対象とな
るサービス計画がかなり少ないと思われる
ため、本項目は選択しない。
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令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑪

区分 評価項目 評価の根拠

５.包
括的・
継続的
ケアマ
ネジメ
ント支
援業務

③地域の介護支援専門員に対して、
個別指導・相談・助言を効果的
に行っているか。

ア．令和６年度、1年間における「地域の介護支援専門員を対象にした研修会・事
例検討会」の開催回数。（単独開催・合同開催を分けて記載）

イ．同行訪問による個別指導・助言の件数。
（サービス担当者会議への出席は除く）

ウ．サービス担当者会議への出席による指導・助言の件数。
（高齢者1,000人当たりの件数）

【市町村により選択】
介護支援専門員からの相談受付件数
＜記載方法の例＞
前年度の介護支援専門員からの相談件数を記載する。

現在の地域包括支援センター月報から把握することは可能
【新規事例の相談者（実数）を相談者の種別毎に把握している】
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令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑫

区分 評価項目 評価の根拠

６.地
域ケア
会議関
係業務

①センター主催の個別ケースを検
討する地域ケア会議において、
多様な視点から個別事例の検討
を行い、対応策を講じる

ア．センター主催の地域ケア会議の運営方針を、センター職員・会議参加者・地
域の関係機関に対して周知しているか。

イ．センター主催の地域ケア会議において、多職種等と連携して、自立支援・重
度化防止等に資する観点から個別事例の検討を行い、対応策を講じているか。

ウ．市町村が共有した地域ケア会議における個人情報の取扱方針に基づき、セ
ンターが主催する地域ケア会議で適切に対応しているか。

エ．地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化等をモニタリング
するルールや仕組みを構築・実行しているか。

オ．センター主催の地域ケア会議において、議事録や検討事項をまとめ、参加者
間で共有しているか。
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令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑬

区分 評価項目 評価の根拠

６.地
域ケア
会議関
係業務

②地域ケア会議において、地域課
題を把握し、適切に対応する

ア．地域包括ケア推進会議・地域個別ケア会議の開催に当たって、関係機関等の
意見を聴取した上で、議題とする事例やテーマを選定しているか。

イ．議題とする事例やテーマにあわせて、地域ケア会議の参加者を決定している
か。

ウ．地域個別ケア会議、推進会議において出席ができなかった方へ事例やテーマ
に即した方に意見を直接聴取し、会議内でその意見を共有しているか。

エ．地域個別ケア会議において、事例提供者が会議を通じて課題解決に向けた支
援を受けられるよう運営を行っているか。

オ. 個別（自立支援型含む）ケア会議において、映像等を用いて、会議を開催し
ているか。【令和元年度からの横展開を発展】

カ．センター主催の地域個別ケア会議において、地域課題の可能性がある課題を
抽出しているか

キ．センター主催の地域包括ケア推進会議において、地域課題や自立促進要因に
ついて共有し、その後の対応を検討しているか

ク．センター主催の地域包括ケア推進会議において把握した地域課題や対応等を、
市町村に報告しているか

ケ．地域課題の整理・分析・対応等を行なうために、市レベルの地域ケア会議等
に参加または資料提出しているか

コ．市の地域ケア会議での検討事項を、必ず地域包括ケア推進会議で報告してい
るか。

サ．地域個別ケア会議、地域包括ケア推進会議で検討した地域課題について、会
議後に課題解決に向けた取り組みや関係機関等との連携を実施しているか。
いるの場合【自由記載】

【市町村により選択】
センター主催の地域ケア会議を経て、市町村レベルの地域ケア会議に地域課題を報告した数

推進会議や個別ケア会議の内容を市
に報告。市に報告したものを、市の
地域ケア会議で取りまとめ（書面）
報告している。
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区分 評価項目 評価の根拠

７．介
護予防
ケアマ
ネジメ
ント・
介護予
防支援
関係業
務

①介護予防ケアマネジメント・介
護予防支援を適切に実施してい
るか。

ア．自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、市町村から示さ
れた基本方針を、センター職員及び委託先の居宅介護支援事業所に周知して
いるか。

イ．介護予防ケアマネジメント・介護予防支援のケアプランにおいて、保険給付
や介護予防・生活支援サービス事業以外の多様な地域の社会資源を位置づけ
ているか。

ウ．利用者のセルフマネジメントを推進するため、市町村から示された支援の手
法を活用しているか。

エ．介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託した場合は、台帳への記録
及び進行管理を行っているか。

オ．市町村から示された介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託する際
の事業所選定の公平性・中立性確保のための指針を遵守しているか。

カ．ケアマネジメント業務の委託先選定時に公正・中立性を担保するための工夫
を行っているか。

〇．自立支援型個別ケア会議への出席回数（延べ人数）
【令和５年度から休止のため、現在は評価対象外】

【市町村により選択】
キ．介護予防ケアマネジメントの成果を把握するために、要支援者または事業対
象者の日常生活の自立度の変化について、定期的な評価を行っているか。

【市町村により選択】
ク．介護予防ケアマネジメント対象者のうち状態が維持または改善した人の割合
＜算出方法の例＞
前年度のある時点の介護予防ケアマネジメント対象者のうち、例えば、基本
チェックリストの合計点が前回調査より減少または変化がなかった者、要支援ま
たは要介護に移行しなかった者などの割合。

令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑭

国から提示のある＜算出方法の例＞
では、本市において把握することが
困難であるため、
「当該年度の4.1時点に事業対象者
であった者のうち、要支援・要介護
に移行しなかった者の割合」
とする。
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区分 評価項目 評価の根拠

８.在
宅医
療・介
護連携
推進業
務

①医療関係者とのネットワークを活
用して、地域における医療的な課
題の解決を図っているか。

ア．在宅医療・介護連携推進事業における相談窓口に対し、相談を行っているか。

イ．【重点項目】医療機関（地域サポート医含む）への相談・支援・調整件数（高
齢者人口1,000人あたり）

ウ．医療機関（地域サポート医含む）から受けた新規事例の相談件数（高齢者人口
1,000人あたり）

エ．市又は在宅医療・介護連携支援センターが開催する在宅医療・介護連携推進に
関する研修会にセンター各職員（事務員は除く）が一度は参加しているか。

オ．包括的支援事業の充実のために、医療関係者と合同の事例検討会や勉強会に参
加しているか

【市町村により選択】
医療関係者と合同の事例検討会や勉強会の実施数
＜記載方法の例＞
在宅医療・介護連携推進事業に限らず、前年度に医療関係者と合同で実施した事例検討会や勉強会の数を記載する（認
知症初期集中支援チームと合同で開催したものも含む）。

９．認
知症高
齢者支
援業務

①認知症の早期把握・早期対応を推
進しているか。

ア．認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員（チームオレンジコーディ
ネーター）と支援対象者に関する情報共有を図っているか。

イ．【重点項目】認知症の相談窓口として、65歳未満の地域住民に周知しているか。
※認知症予防教室、認知症サポーター養成講座の取り組みは除く。【自由記載】

②認知症高齢者に対する地域での支
援基盤を構築しているか。

ア．【重点項目】専門職と協力して「地域活動」を行った、オレンジ協力員の延べ
人数。（人口1,000人あたり）

イ．【重点項目】オレンジ協力員が専門職と協力して「個別支援」を行った、認知
症高齢者の延べ人数（高齢者人口1,000あたり）

ウ．センターが開催した全ての認知症サポーター養成講座の開催回数・日程・主な
対象者・参加者数（オンライン含む）（人口10,000人当たりの参加者数）

エ．認知症サポーター養成講座における、65歳未満の地域住民参加者はいるか。

オ．認知症地域支援推進員として、認知症高齢者の社会参加のための取り組みを
行っているか。

令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑮

在宅医療介護連携推進事業で実施しているアウトリーチ事例検討会の
参加、定期的に医療関係者と行っているカンファレンス等、地域ケア
会議・サービス担当者会議以外で実施している医療関係者が参加する
会議、検討会、勉強会等を対象とする。
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区分 評価項目 評価の根拠

１０.
松戸市
指定事
業等

①松戸市指定事業を適切に実施して
いるか。

ア．センターが開催する介護予防教室・体操教室の開催回数及び参加者実数。
（オンライン含む）（高齢者1,000人当たりの開催回数・参加数）

イ．センターが開催する認知症予防教室の開催回数、参加者実数及び参加者の活動
継続割合。（オンライン含む）（高齢者1,000人当たりの開催回数・参加数）

ウ．地域包括支援センター主催による介護者のつどいの開催回数。（オンライン含
む）

エ．介護予防教室等を住民主体の自主グループ化ができるように推進・支援してい
るか。「いる」の場合、具体的な支援方法【自由記載】

②多機能コーディネーター（生活支
援コーディネーター）や協議体と連
携した取組を行っているか。

ア．多機能コーディネーター（生活支援コーディネーター）および協議体とともに、
地域における高齢者のニーズや社会資源について協議をしているか。

イ．多機能コーディネーター（生活支援コーディネーター）が地域包括支援セン
ター内の総合相談業務、介護予防ケアマネジメント・介護予防支援業務等の実施
者から相談を受け、地域の社会資源とのマッチングを行っているか。

ウ．多機能コーディネーター（生活支援コーディネーター）が外部の介護サービス
事業所等（居宅介護支援事業所等）からの相談を受け、地域の社会資源とのマッ
チングを行っているか。

【市町村により選択】
多機能コーディネーター（生活支援コーディネーター）や協議体と協働して地域活
動を促進しているか。

令和６年度松戸市地域包括支援センター実施状況評価項目⑯

「社会資源とのマッチング」とは単
純に社会資源を紹介するだけに留ま
らず、コーディネーターの担当者会
議等への出席、同行訪問等を通じて
その人の個性に合った社会資源との
マッチングを指す
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令和６年度 地域包括支援センター事業評価の評価項目

実施手法評価
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令和６年度松戸市地域包括支援センター実施手法評価項目（事例対応）
区分 評価対象事例（同一事例は用いない）

2.総合相談支援業務等

ア）下記の①～②の相談事例のうち、課題解決に向けた効果的な対応上の工夫や配慮等などにより、特筆すべき結
果・成果が得られた事例【１事例以上】
①緊急性を判断し、早期に対応できた事例
②多分野（子ども・障害・困窮分野、就労、警察・消防等の機関や弁護士等）と連携して対応する必要があると判断した事例

3.権利擁護業務

イ）下記の①～②の相談事例のうち、課題解決に向けた効果的な対応上の工夫や配慮などにより、特筆すべき結
果・成果が得られた事例【①～②のうち１事例以上】
①虐待通報のうち、24時間又は48時間以内に事実確認し、必要な支援・措置などを行った事例
②成年後見制度等の権利擁護を目的とする制度を活用した事例

4.包括的・継続的ケア
マネジメント支援業務

ウ）介護支援専門員から相談を受けた事例のうち、介護支援専門員に対し事例の特性を踏まえた効果的な支援を
行った結果、特筆すべき結果・成果が得られた事例【①～②のうち１事例以上】
①介護支援専門員と役割分担を行った上で、対象者への直接支援を行った事例
②介護支援専門員の特性を踏まえたスーパービジョンを行い、対象者への間接支援を行った事例

5.地域ケア会議関係
業務

エ）地域ケア個別会議の個別事例から抽出した課題について、地域包括ケア推進会議で得られた地域課題から、生
活支援体制の整備を活用し、課題解決に向けた効果的な取組を行った結果、特筆すべき結果・成果が得られた事例
【１事例以上】

6.介護予防ケアマネ
ジメント・介護予防
支援関係業務

オ）地域包括支援センターが行うケアマネジメントを通じて、年度内に対象者がサービス卒業となった事例、住民
主体のサービス、地域の予防活動等につないだ事例又は短期集中予防サービス等につないだ事例のうち、効果的な
対応上の工夫や配慮などにより、自立支援・重度化防止に向けた特筆すべき結果・成果（ケアマネジメントにより
設定された目標の達成など）が得られた事例【１事例以上】

7.在宅医療・介護連携
支援業務

カ）下記の①～③の相談事例のうち、課題解決に向けた効果的な対応上の工夫や配慮などにより、特筆すべき結
果・成果が得られた事例【①～③のうち２事例以上】
①訪問診療利用の場面で医療機関と緊密な連携が必要な相談事例
②外来診療（かかりつけ医以外も含む）利用の場面で医療機関と緊密な連携が必要な相談事例
③入退院の場面で医療機関と緊密な連携が必要な相談事例

キ）医師との緊密な連携が必要な相談事例のうち、課題の解決に向けて地域サポート医もしくはかかりつけ医以外
の医療機関と連携した効果的な対応上の工夫や配慮などにより、特筆すべき成果が得られた事例【１事例以上】

８．認知症高齢者
支援業務

ク）下記の①～②の事例のうち、地域包括支援センターがコーディネートしたオレンジ協力員による「専門職と協力した実践活動」
で、対応上の工夫や配慮などにより、特筆すべき結果・成果が得られた事例【①～②のうち１事例以上】
①オレンジ協力員との地域活動のうち、効果的な対応上の工夫や配慮などにより、特筆すべき成果が得られた事例
②オレンジ協力員との個別支援のうち、効果的な対応上の工夫や配慮などにより、特筆すべき成果が得られた事例
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松戸市地域包括支援センター実施手法評価 事例の様式（例）

記述式

令和５年度同様に、
各事例項目に合わせ
て、事例シート書式
は変更していく。

2.総合相談支援業務 事例シート  （        ）地域包括支援センター 

【事例概要】 ※現在状況は令和７年３月末時点を記載 

事例カテゴリー 2.総合相談支援業務                        選択事例      ① ・ ②  

事例タイトル ア） 

【基本情報】 

年齢     歳 性別 男 女 認定情報 支援開始時⇒              現在状況⇒          

日常生活自立度 障がい高齢者の日常生活自立度 支援開始時⇒              現在状況⇒ 

認知症高齢者の日常生活自立度 支援開始時⇒              現在状況⇒ 

家族構成  

 

 

 

家族関係・

地域との

関係等 

支援開始時⇒  

 

現在状況⇒  

 

住居環境 

 

自宅・借家・一戸建て・集合住宅（  ）階 

住宅改修の有無（             ） 

病歴   経済状況 年金  生活保護  給与   

現在利用しているサ

ービス 

公的サービス 

支援開始時⇒            

現在状況⇒ 

非公的サービス 

支援開始時⇒            

現在状況⇒ 

支援機関 支援開始時⇒地域包括                現在状況⇒ 

【対応経過】 

生活状況 ※課題が生じるまでの支援対象者やその世帯の生活状況を記載。 

 

 

課題内容 ※支援対象者やその世帯が抱えている課題の内容やその課題が生じた経緯、地域包括支援センター

が課題を把握した経緯を記載。 

 

 

支援内容 ※地域包括支援センターが行った支援の内容、当該支援が必要であると考えた理由、関係機関との連

携状況など含めて支援の経過を記載。 

 

 

対応のポイント 

（工夫・配慮） 

※課題解決に向けて効果的であったと考える工夫や配慮の内容、効果的であったと考える理由を記

載。 

 

 

 

特筆すべき結

果・成果 

（チェック項目） 

※当てはまるものを複数選択。☑ をつける。 

□本人状態の改善 □分離（入院、入所等） □関係機関の調整・連携 □サービスへの接続 □家族

間調整 □社会資源育成・活用 □支援方針の見直し □その他（               ） 

結果・成果 

（ 特 筆 す べ き

点） 

※上記の支援を行って得られた特筆すべき成果・結果を記載。 
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区分 評価対象の取り組み 結果・成果

①組織／運営体制等
※うち１つは、「平時

からの防災に関する取
り組み」のうち、効果
的な成果が得られた内
容を記載

各地域包括支援センター
における先進的・先駆的
な取り組みを好事例とし
て評価

取り組みに対する
結果・成果を記入

②総合相談支援業務

③権利擁護業務

④包括的・継続的ケア
マネジメント 業務

⑤ 地域ケア会議関係業
務

⑥介護予防ケアマネジ
メント業務、
介護予防支援関係業
務
⑦在宅医療・介護連携
推進業務

⑧認知症高齢者支援業
務

⑨松戸市指定事業等

令和６年度松戸市地域包括支援センター実施手法 評価項目（個別の取組） 事例の様式（例）
（実施状況評価項目における特筆すべき事項、発展的な取り組み、先進的な取り組みや工夫などを記載、うち１つは「 高齢者等が自ら介護
予防や社会参加をする動機付けとなった取組」のうち、効果的な成果が得られた内容を記載）

記述式
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地域包括支援センターが高齢者等
に対し、自立支援・社会参加を促
していく取組や必要な社会資源の
創出を支援した取組等を想定
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